
第10期　貸借対照表・損益計算書

平成18年6月26日

（金額単位：千円）
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貸 倒 引 当 金 △ 2,216

預 り 金

13,898

1,807

144,195

109

5,582

10,737

資 産 の 部

15,481

122,340

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

239,727

62,329

負 債 の 部

流 動 負 債

30,687

23

1,226

9,487

13,867

79,925

251

3,834

281,464

5,323

2,007

66,720

65,633

100,000

244,830

178

23,127

458

18,015

238,880

5,950

長 期 借 入 金299,004

役 員 退 職 慰 労 引 当 金274,368

160,000

資 本 の 部

526,294負 債 合 計

固 定 負 債

製 品

原 材 料

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

短 期 債 権

5,714

30,796

前 受 金

938

建 物

構 築 物

機 械 及 装 置

長 期 貸 付 金

利 用 権

投資その他の資産

ソ フ ト ウ ェ ア

538,731

そ の 他 の 投 資 12,090

固 定 資 産

車 両 運 搬 具

借 地 権

無形固定資産

建 設 仮 勘 定

有形固定資産

工 具 器 具 備 品

東京都渋谷区幡ヶ谷１丁目７番５号

代表取締役社長　 島 田　俊 夫

貸 借 対 照 表

資 本 合 計 12,438

当 期 未 処 理 損 失 147,562

〔 当 期 純 損 失 〕 36,412

支 払 手 形

（平成１8年３月３１日現在）

利 益 剰 余 金

資 本 金

環境テクノサービス株式会社

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

そ の 他 の 流 動 負 債

商 品 255

△ 147,562

資 産 合 計 負債及び資本合計538,731



自

至

（金額単位：千円）

当 期 純 損 失

貸 倒 損 失

前 期 繰 越 損 失 111,150

当 期 未 処 理 損 失 147,562

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,482

36,412

税 引 前 当 期 純 損 失

5,150

経 常 損 失 34,929

特 別 損 失

34,929

支 払 利 息 5,150

そ の 他 の 営 業外損失

そ の 他 の 営 業外収益 89 153

営 業 外 費 用

経

常

損

益

の

部

営 業 費 用

売 上 原 価 612,508

販売費及び一般管理費 85,312

営 業 外 収 益
営

業

外

損

益

の

部

受 取 利 息 64

科 目 金 額

営 業 収 益

営

業

損

益

の

部

売 上 高 667,887 667,887

697,820

△ 29,933営 業 利 益

損 益 計 算 書

平成１７年　４月　１日

平成１８年　３月３１日

特
別
損
益
の
部

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入



1. 重要な会計方針

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法

移動平均法による原価法

移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

その他の有形固定資産

(3) 繰延資産の処理方法 支出時の費用として処理しております。

(4) 引当金の計上基準

づく期末要支給額を計上しております。

規定する引当金であります。

める限度額を計上しております。

(5) リース取引の処理方法

によっております。

(6) 消費税の処理方法 税抜処理を採用しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 ４６９，９５２千円

3. 担保に供している資産 有形固定資産 ７５，４９５千円

4. 一株当たり当期純損失 11，３７８円７５銭

5. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

定 率 法

商 品

製 品

原 材 料

定 額 法

貸借対照表及び損益計算書についての注記

貸 倒 引 当 金

有形固定資産 ソフトウェア

定 額 法

役員退職慰労引当金

るもの以外のファイナンス・リース取引については

役員の退職慰労金の支給に充てる為、内規に基

この役員退職慰労引当金は、商法第２８７条ノ２に

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に法人税法に定

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

有形固定資産 建 物


